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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

※国名の略称は次を用います。欧:ユーロ圏、独:ドイツ、英:イギリス、仏:フランス

欧州日本米国

欧:8月経常収支
欧:ｼｭﾅｰﾍﾞﾙECB理事講演
独:9月生産者物価指数
独:ﾅｰｹﾞﾙ独連銀総裁講演
EU外相理事会

高田日銀審議委員講演

10/20月

欧:ﾚｰﾝECBﾁｰﾌｴｺﾉﾐｽﾄ講演
欧:ラガルドECB総裁講演
独:ﾅｰｹﾞﾙ独連銀総裁講演

新築マンション市場動向
臨時国会召集（予定）
氷見野副総裁講演

10/21火

欧:ラガルドECB総裁講演
英:9月消費者物価指数
英:9月生産者物価指数

9月貿易統計

10/22水

欧:10月消費者信頼感指数
欧:ECBブラックアウト期

間（-29日）
EU首脳会議（-24日）

9月中古住宅販売件数

10/23木

欧:10月PMI
独:10月PMI
英:10月PMI
英:9月小売売上高

9月消費者物価指数
10月PMI
9月百貨店売上高

9月消費者物価指数
10月PMI
9月新築住宅販売件数

10/24金

10/25土

夏時間終了10/26日

来週のタイムテーブル

（出所）各種資料
1

首相指名選挙と「●●トレード」の
仕切り直し

来週の

注目点



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

その他新興国アジア新興国カナダ・豪州・NZ

中:4中全会（-23日）
中:LPR公表
中:7-9月期GDP
中:9月鉱工業生産
中:9月小売売上高
中:1-9月固定資産投資
中:9月不動産投資
中:9月70都市住宅価格

NZ:7-9月期消費者物価
指数

加:7-9月期カナダ銀行
企業/消費者調査10/20月

NZ:9月貿易統計
加:9月消費者物価指数

10/21火

南ア:9月消費者物価指数
露:9月鉱工業生産
露:9月生産者物価指数
墨:8月経済活動指数

韓:9月生産者物価指数
尼:金融政策決定会合
馬:9月消費者物価指数

10/22水

土:金融政策決定会合
墨:8月小売売上高

韓:金融政策決定会合
星:9月消費者物価指数
比:9月財政収支

加:8月小売売上高

10/23木

露:金融政策決定会合
伯:9月経常収支

印:10月PMI
星:9月鉱工業生産

豪:10月PMI
豪:ブロックRBA総裁講演

10/24金

10/25土

ASEAN首脳会議（-28日）10/26日

2

（出所）各種資料

※*は当該日以降に発表を予定しています。※国名の略称は次を用います。加:カナダ、豪:豪州、NZ:ニュージーランド、
中:中国、韓:韓国、印:インド、尼:インドネシア、星:シンガポール、泰:タイ、比:フィリピン、越:ベトナム、
馬:マレーシア、土:トルコ、露:ロシア、墨:メキシコ、伯:ブラジル、南ア:南アフリカ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

米国

3

経 済 ･ 金 利 株 式

米国:10年国債利回り

（％）

- 米中対立が再燃した前週末に金利は大幅低
下。その後は小康状態だったが、16日に
地銀不安を受けて金利は再び低下した。FF
金利先物では10月及び12月FOMCでの連
続利下げが完全に織り込まれただけでなく、
0.5%ptの大幅利下げ期待も出つつある。

- 政府機関閉鎖が解除される機運は依然高
まっていない。上院はつなぎ予算案を連日
採決しているが、議事妨害の阻止に必要な
60票に届かない状況が続く。賭けサイト
のオッズに基づく確率評価では、10月末
以降の解除を見込む向きが急増している。

- パウエルFRB議⾧は14日の講演で、9月
FOMC以降インフレと雇用見通しにほとん
ど変化は見られないと発言。雇用の下振れ
リスクを改めて指摘する内容で、市場は連
続利下げの可能性を強く意識した。また、
準備預金が十分をやや上回る水準に「今後
数カ月」で近づく可能性があるとし、パウ
エル議⾧はバランスシート縮小（QT）を
近く停止する可能性に初めて言及した。

（出所）ブルームバーグ

米国:政府機関閉鎖の解除確率

R E I T

※10月10日時点

- 16日（木）までのS&P500の週間騰落率は
+1.2％。週初の反発後は一進一退。

- 前週末はトランプ大統領が中国への100％
追加関税を表明したことで急落。しかし
13日はトランプ氏が対中姿勢を軟化させ
+1.6％と反発した。14日は▲0.2％。パ
ウエルFRB議⾧によるQT終了の示唆が好
感された一方、トランプ氏が中国製使用済
み食用油輸入停止の検討を表明したことが
重石に。15日は蘭ASMLや金融株の好決算
を受け+0.4％。16日は▲0.6％。地銀2行
が融資先の不正行為を巡る訴訟を公表。信
用リスクの高まりを受け金融株が下落した。

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間

（％）

- Nareit指数（配当込み）は前週末から16日
まで+2.9%。期待を上回る産業施設の決
算や、貸倉庫の賃料底打ちの兆しなどが好
感された。そのほか上場REITとしては
久々に、森林REIT2社の合併が発表された。

米中対立の再燃と地銀不安今週の
振返り

（出所）Polymarket

（％）
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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

米国

4

米国:株価指数 米国:REIT

（米ドル）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

株 式

- 主な経済指標は、24日（金）9月CPIや10
月PMIなどが予定されている。10月FOMC
前のブラックアウト期間につき、FRB高官
の発言は予定されていない。

- 15日公表予定だった9月CPIは、政府機関
閉鎖にもかかわらず、24日に例外的に公
表されることになった。労働省によれば、
今回のCPIは2026年の公的年金支給額の算
出において不可欠なため、とされている。

- 食品・エネルギーを除くコアCPIの市場予
想は前月比+0.3％と、8月と同じ伸びが見
込まれている。関税によるインフレ加速は
これまで緩やかであるものの、企業による
価格転嫁が徐々に進んでいるとの見方もあ
り、矢継ぎ早の利下げに慎重な姿勢を示し
ていたFRB高官もいた。もっとも、「関税
インフレ」が引き続き抑制されていること
が確認されれば、10月FOMCでの追加利下
げに反対するメンバーの姿勢が和らぐ可能
性もある。

R E I T

経 済 ･ 金 利

来週の
注目点

- 7-9月期決算発表は21日（火）ネットフ
リックス、22日（水）テスラ等を予定。

- 決算シーズン序盤（14日時点）のS&P500
構成銘柄の7-9月期増益率は前年同期比
+9.2％。大手金融株の好決算により小幅
に事前予想を上振れしている。加えて台湾
TSMCや蘭ASMLの好決算もあり、企業業
績には好材料が多い。一方、今週は米中対
立再燃や地銀の信用リスク問題が相場の重
石となった。後者に関しては今のところシ
ステミックなリスクに繋がるとの声は少な
いが、今後の地銀決算への市場の警戒感を
高めたことは否定しがたく、要注目である。

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間

- 通信、データセンター、簡易住宅、ネット
リースなどの決算発表に注目。データセン
ターでは、マイクロソフトやアマゾンなど
ハイパースケーラー向け開発案件の進捗や
収益率などを確認したい。

企業決算に引き続き注目

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
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※直近値は2025年10月9日、BEIは市場の期待インフレ率

日本

5

株 式

日本:10年国債利回り

（％）

（出所）ブルームバーグ

- 16日までの前週末比は、日経平均株価
+0.4％、TOPIX+0.2％、グロース250は
▲2.1％。公明党の連立政権離脱表明や、
中国のレアアース輸出規制強化、米国の対
中追加輸入関税100％賦課の発表などを受
け、連休明けの14日は大幅安となった。
15日は押し目買いと見られる動きなどか
ら反発し、後場には蘭ASMLの決算が市場
予想を上回ったことが好感され、AI・半導
体関連株が上昇をけん引した。同日夕に自
民・維新両党の党首会談が行われ、連立を
視野に入れた政策協議を行うことで合意し
た。これを受けて翌16日は続伸。原発推
進期待や副首都構想実現の思惑から、電鉄
株や電力株などが上昇した。

- 業種別では、電力、小売、機械などが上昇
した。一方、サービス、ゴム、その他製品
などが下落した。個別では、イオン、良品
計画、エア・ウォーターなどが上昇した。
一方、コスモス薬品、ベイカレント、
MonotaROなどが下落した。

R E I T

経 済 ･ 金 利

- 東証REIT指数（配当なし）は、前週末か
ら16日まで+1.1％。GLP投資法人の決算
では、市場賃料の改善傾向や、稼働率より
も賃料増額を優先する方針が示された。一
方で、NAV倍率が1倍を下回っている中、
自己投資口買い付けよりも物件取得を優先
するとの方針を示したことが嫌気された。

米中関係悪化も自維連立協議開始を好感今週の
振返り

- 26年間続いた自民・公明の連立が解消さ
れ、首相指名選挙の行方が急速に不透明さ
を増す中、米中対立の再燃も重なり、週初
は短期金利が低下した一方、超⾧期金利は
上昇した。その後、自民が日本維新の会と
の連立を視野に政策協議入りしたとの報道
を受け、安定的な政権運営への期待が高ま
り、日銀の追加利上げを後押しするとの見
方が広がった。また、維新は赤字国債に頼
らず、成⾧による税収増を財源とする姿勢
を基本としており、過度な財政悪化懸念が
後退、超⾧期金利には低下圧力がかかった。

日本:衆院の会派別勢力と政局シナリオ

（出所）衆議院HPより大和アセット作成

（円/米ドル)

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
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日本

6

日本:株価指数 日本:REIT

（円）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

株 式

- 来週の臨時国会で高市氏が女性初の首相に
指名される可能性が高い。その場合、組閣
人事に込められた意図に注目。また、政策
の実行力が注目されるが、反対意見が少な
いガソリンの暫定税率の廃止が円滑に進む
かに注目。再来週にはトランプ米大統領の
来日も予定されている。安倍元首相とつな
がりの深い両氏の関係は良好なものになる
と想定される。高市氏の政策で円安進行と
の見方が強いが、「円安を誘発するつもり
はない」、「コストプッシュインフレでは
なくディマンドプルインフレ」などの発言
から円安進行は望んでいないと見られる。
米政府機関一部閉鎖の影響で米国の経済指
標の公表が遅延しているが、発表された場
合の為替市場の動向などにも注目。

- 7-9月期企業決算発表がスタート。主要銘
柄では24日（金）に信越化学工業など。
6-8月期企業決算はまちまちだが、素直な
株価反応が多い。とりわけ小売や製造業の
ポジティブな決算への好反応が目立つ。

R E I T

経 済 ･ 金 利

来週の
注目点

- 決算では利払費負担の増加を吸収できる内
部成⾧が達成できているかが注目される。
負債比率が高すぎず、満期が分散されてい
る銘柄では利払負担の増加は緩やか。都心
の商業施設の床面積総量はほぼ変わらない
ため、契約形態やテナント売上の改善策な
ど賃料上昇につながる施策は好評価。

「高市政権」発足で期待が高まるか

- 与野党は、21日（火）に臨時国会を召集
し、同日に首相指名選挙を実施することで
合意した。今後の政局シナリオとして、①
自民の単独政権、②自民と野党の一部によ
る連立、③野党結集による政権交代などが
考えられる。維新の吉村代表は、20日
（月）までに政策協議が合意すれば首相指
名で高市氏に投票する意向を示しており、
自民と維新の協議の行方に注目が集まる。
維新の協力が得られれば、高市政権発足の
可能性は高まるが、吉村代表は自民との連
立の可能性を50％としている。

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間 ※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
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来週の
注目点

欧州

7

（出所）ブルームバーグ

（％）

- 英国の8月週平均賃金（民間部門で賞与を
除く）は前年同月比+4.4%と、市場予想
の+4.5%を下回り、7月の+4.7%から伸
び率が有意に鈍化した。これは3カ月移動
平均で、単月では+4.2%。どちらも2021
年12月以来の低い伸びで、賃金の鈍化基
調は明らか。それと整合的に失業率は緩や
かな上昇基調にあり、8月は4.8%に達し
た。これは2021年5月以来の高水準。また、
事業所調査ベースの雇用者数は6月まで8
カ月連続で減少した後、7～9月の3カ月は
均せば横ばいに留まっている。深刻度は和
らいでいるが、雇用悪化への懸念は拭えず。

- フランスではマクロン大統領が、6日に辞
任を発表していたルコルニュ氏を10日に
再度首相に指名した。16日に右派の国民
連合と急進左派の不服従のフランスがそれ
ぞれ内閣不信任案を提出したが、いずれも
否決されたことで、独仏の⾧期金利の格差
は0.76%ptまで縮小した（最近のピーク
は10月7日の0.86%pt）。しかし、2026
年予算に関しては、政権与党にとって支持
が必要な社会党と共和党への配慮から、財
政再建は進みそうにない。フランス国債は
今後も不安定な動きが予想される。

来週の注目点

今週の振り返り 英国:雇用関連指標

英国・ドイツ:10年国債利回り

（出所）英国統計局

- 英国の9月消費者物価指数が22日（水）に
発表される。市場はほとんど織り込んでい
ないが、雇用関連指標が軟化したことで、
消費者物価指数の結果次第では11月の
BOE金融政策委員会での利下げの可能性も
排除できず。8月消費者物価指数は総合が
前年同月比+3.8%、コアが+3.6%、サー
ビス価格が+4.7%であった。過去1年に亘
り+5%近傍で推移しているサービス価格
の伸びが明確に鈍化するか否かが焦点。

- 各国の10月PMIに注目。政情不安からフ
ランスの軟化が懸念されるが、他国は小幅
な変化に留まると見込む。仮に英国が下振
れれば、利下げの思惑を限界的に高めよう。

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間

英国の消費者物価指数
各国のPMI

※週平均賃金は前年同月比、ともに3カ月移動平均
※直近値は2025年8月
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8

為替レートの推移

為替レートの週間変化率（対円）

※期間は前週末から当資料発行日の前日

（出所）ブルームバーグ

（％）

（出所）ブルームバーグ

（米ドル/ユーロ）（円/米ドル）

円安円高

- 先週末、公明党が自民党との連立政権から
離脱の方針を示したことを受け、リスクオ
フの株安・債券高・円高に傾いた。さらに、
トランプ米大統領がレアアースの輸出規制
強化を発表した中国に対し関税の大幅な引
き上げを検討しているとしたため、円高・
米ドル安が進んだ。11月1日から中国に
100％の追加関税を課すと表明すると、リ
スクオフの円高が強まり、米ドル円は
151.14円まで下落して取引を終了。その
後、米政権が中国との貿易摩擦緩和に向け
た取引にオープンな姿勢を示したことから、
今週初は円安方向に振れた。米ドル円は
151.77円から取引が始まり、14日には
152.61円まで円安・米ドル高が進行した。

- しかし、米中が相互の船舶に対し港湾使用
料の追加徴収を開始。また、米財務⾧官が
中国は世界経済に打撃を与えようとしてい
ると非難し、米大統領が米国産大豆の購入
を停止中の中国に報復措置を検討している
としたため、改めて米中貿易摩擦が懸念さ
れ、米金利低下・米ドル安とリスクオフの
円高が進行。日本の政治も混迷するなかで、
米ドル円は151円近辺に下落。自民・維新
が連立政権も視野に政策協議を始めること
で一致すると円安に振れた。ただ、日銀が
適切な金融政策を続ければ円も適正な水準
に落ち着くとの米財務⾧官発言や、日米財
務相が円安傾向の為替を巡り議論との観測
報道を受け、米国の円安けん制が警戒され、
再び円高に。米金利低下・米ドル安も進み、
米ドル円は17日に149円台まで下落した。

- 米中貿易摩擦と日本の首相指名選挙に注目。
米中ともに譲歩せずに貿易摩擦への懸念が
強まればリスクオフの円高に振れ、譲歩の
兆しから懸念が和らげば円安に振れよう。
一方、自民と維新などの指名により次期首
相に高市氏が選ばれれば、政治不安後退で
リスクオンの円安に作用すると考えられる。

来週の注目点

今週の振り返り

来週の
注目点

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間

為替

米中貿易摩擦
首相指名選挙
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カナダ・豪州
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豪州:10年国債利回りと為替レート

（出所）ブルームバーグ

カナダ:10年国債利回りと為替レート

（出所）ブルームバーグ

（％） （円/カナダ・ドル） （％） （円/豪ドル）

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間 ※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
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今週の振り返り

来週の注目点

- 20日（月）発表の7-9月期企業/消費者調
査や21日（火）発表の9月消費者物価指数
に注目。これらのデータをもって、10月
29日の金融政策決定会合における利下げ
の是非が判断されよう。利下げ観測の変化
が金利や為替に影響を与える可能性が高い。

カナダ 企業/消費者調査と
消費者物価指数に注目

- 先週10日に発表された9月雇用統計では、
雇用者数が前月差+6.04万人と市場予想の
+0.50万人を大きく上回った。もっとも、
8月の同▲6.55万人の大部分を取り戻した
に過ぎない。失業率は高いままである。市
場が織り込む10月の利下げ確率は発表前
の6割程度から4割弱まで低下したが、利
下げ見送りと断定できるほどでもない。

- 今週発表されたCFIB（カナダ独立企業連
盟）による月次調査では、雇用削減を計画
している企業の割合が一段と増加。労働市
場悪化への懸念は拭えない。米国の利下げ
期待や原油安にも後押しされ、10月の利
下げ確率は6割弱まで回復。カナダ・ドル
は米ドルや円に対して前週末比で減価した。

豪州

今週の振り返り

来週の注目点

- 軟調な雇用統計などを受けて金利は低下。
豪ドルは、米中摩擦への過度な懸念の後退
などから、対米ドルで前週末比0.2%増価。
円高進行により対円では同0.3%減価した。

- 16日発表の9月雇用統計では、雇用者数が
前月差+1.49万人と市場予想の+2.00万人
を下回ったほか、過去分も下方修正された。
また、労働参加率が上昇したことも重なり、
失業率は8月の4.3%から4.5%へ上昇した。
RBAは9月理事会の議事要旨において労働
市場を「ややひっ迫したまま」と評価して
いたが、ほぼ均衡状態まで戻ったと言えよ
う。市場が織り込む11月理事会での利下
げ確率は発表前の4割弱から6割強まで上
昇し、再び利下げ見通しが優勢となった。

PMIとブロックRBA総裁
の講演に注目

- 金融市場は、日本の首相指名選挙や米中摩
擦の行方など海外の動向に左右されそうだ。

- 24日（金）に10月PMIが発表される。ま
た、同日にブロックRBA総裁の講演も予
定されており、9月雇用統計を受けて労働
市場に対する認識に変化が見られるか注目。
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ブラジル・インド
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ブラジル:株価指数と10年国債利回り インド:株価指数と10年国債利回り

（%）（%）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間 ※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間

- 株式市場では、米国との通商交渉再開や銀
行決算、消費拡大に関する報道が好感され、
銀行や消費関連セクターを中心に上昇。
NIFTY50指数は前週末比+1.2%を記録。

- GST（物品・サービス税）減税後、消費の
回復が鮮明となっている。マルチ・スズキ
は自動車販売について、14日までの1カ月
間で25万台の販売と約40万件の予約が
あったと発表。これは、4-9月の平均月間
販売台数の13万台を大きく上回る水準で、
力強い消費回復を示唆する内容と言える。

- モディ首相は9日、印米首脳の電話会談で
「良い進展を確認した」と発表。今週には
代表団が訪米し、通商交渉が再開されたと
みられる。インドによるロシア産原油の輸
入停止をめぐり、印米両政府間に食い違い
はあるものの、関係改善が株式と為替市場
のセンチメントを改善すると期待される。

インド 引き続き企業の決算発表
に注目

今週の振り返り

来週の注目点
- 引き続き決算発表に注目。17日のリライ

アンス・インダストリーズ、18日のICICI
銀行、23日のヒンドゥスタン・ユニリー
バなどが注目されよう。
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米国との交渉に注目ブラ
ジル

今週の振り返り

来週の注目点

- 26日（日）からマレーシアで開催される
ASEAN首脳会議に合わせてルラ大統領と
トランプ米大統領の首脳会談が模索されて
おり、関連報道に注目。16日には現政権
で初となるブラジル外相と米国務⾧官によ
る高官級協議が実施された。具体的な成果
は見えていないが、今後の交渉進展に期待。

- 先週末にはトランプ米大統領が中国に対す
る100%の追加関税を示唆したことでリス
ク回避姿勢が強まったが、今週はやや落ち
着きを取り戻した。ブラジル・レアルは対
米ドルで前週末比1.4%増価し、対円で
0.9%増価。株価は反発。金利は低下した。

- 14日発表の8月サービス業売上高は前年同
月比+2.5%と7月の+2.9%から伸びが鈍
化し、15日発表の8月小売売上高も同
+0.4%と7月の+1.2%から鈍化。また、
16日発表の8月経済活動指数（≒月次の実
質GDP）は同+0.1%と7月の+1.2%から
鈍化した。経済は一部に底堅さが見られる
が、全体としては減速感が強まっている。
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- CSI300指数は前週末比+0.0%。ハンセン
指数は同▲1.5%。米中対立の再燃を受け
て週初は続落したが、その後は米国が態度
を軟化させたことなどから下げ幅を縮小。

- 10日、トランプ米大統領は11月1日から
100％の対中追加関税を賦課すると表明。
ただし、その後に同大統領が緩和に向けた
取引にオープンな姿勢を示したことから、
対立の懸念はやや後退した。米国はレア
アース輸出規制の強化を撤回することを要
求しているが、同規制を国家安全保障上の
措置と位置づける中国がこれを撤回する公
算は小さい。これまでの米中合意が「レア
アース輸出規制の撤回」ではなく「6カ月
限定の輸出規制の緩和」を約束することで
成立したことを鑑みれば、中国は今回も同
様の措置で幕引きを図ると見られる。米財
務⾧官は、月末の米中首脳会談が予定通り
に実施されるとの見通しを示しており、米
中対立の動向は同会談の結果次第となろう。

中国・ASEAN

11

インドネシア・ベトナム:株価指数中国:株価指数と10年国債利回り

ASEAN中国

今週の振り返り

- ASEAN株式市場は、米中対立の再燃を受
けて週初は軟調に推移した。その後は、米
中対立の懸念がやや後退したことでおおむ
ね下げ幅を縮小する展開となった。

- ベトナム共産党は26年の党大会で審議す
る政治報告案を公表。同文書では、「26
年 か ら 30 年 に か け て 少 な く と も 年 間
+10％の経済成⾧を目指す」との目標が改
めて示された。21年から25年の5カ年計画
における成⾧目標（6.5％～7.0％）と比
較しても、非常に野心的な目標と言える。
なお、ベトナムの次期5カ年計画（26年か
ら30年）は26年2月頃に発表される見込み。

今週の振り返り

7-9月期GDP、4中全会に
注目

来週の注目点
- 7-9月期GDPや9月の月次経済指標、次期

5カ年計画が議論される4中全会に注目。

来週の注目点
- トランプ米大統領はASEAN首脳会議に参

加する予定。また、同大統領のアジア訪問
に伴って、マレーシアは米国との通商協定
を正式に調印する見込み。インドネシアも
米国との通商協定の締結に向けて最終調整
を行っている模様。通商協定の成立により、
外需の不透明感が解消すれば、少なからず
経済活動が後押しされると期待される。こ
のほか、インドネシアの金融政策にも注目。

（%）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

米国との通商協定、
インドネシアの金融政策

※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間※期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
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直近値 期間別変化幅 直近値 期間別変化幅

政策金利 10/16 1カ月 1年 3年 10年国債利回り 10/16 1カ月 1年 3年

米国 FFレート（上限） 4.25% -0.25 -0.75 1.00 米国 3.97% -0.05 -0.04 -0.04

日本 無担保コール翌日物金利 0.50% 0.00 0.25 0.60 日本 1.67% 0.06 0.71 1.41

ユーロ圏 中銀預金金利 2.00% 0.00 -1.50 1.25 ドイツ 2.57% -0.12 0.39 0.22

カナダ 翌日物金利 2.50% -0.25 -1.75 -0.75 カナダ 3.08% -0.07 -0.02 -0.41

豪州 キャッシュ・レート 3.60% 0.00 -0.75 1.00 豪州 4.15% -0.07 -0.05 0.14

ブラジル セリック・レート 15.00% 0.00 4.25 1.25 ブラジル 13.95% 0.35 1.27 1.90

メキシコ 銀行間翌日物金利 7.50% -0.25 -3.00 -1.75 メキシコ 8.70% -0.13 -1.16 -1.16

インド レポ金利 5.50% 0.00 -1.00 -0.40 インド 6.50% 0.01 -0.27 -0.97

中国 7日物リバース・レポレート 1.40% 0.00 -0.10 -0.60 中国 1.84% 0.05 -0.30 -0.86

ベトナム リファイナンス金利 4.50% 0.00 0.00 -0.50

直近値 期間別変化率 直近値 期間別変化率

株価指数 10/16 1カ月 1年 3年 為替（対円） 10/16 1カ月 1年 3年

米国 S&P500 6,629 0.3% 13.5% 85.0% 米ドル 150.43 2.7% 0.5% 1.2%

NYダウ 45,952 0.4% 6.7% 55.1% ユーロ 175.81 1.1% 8.2% 21.6%

日本 TOPIX 3,203 1.1% 19.1% 68.8% カナダ・ドル 107.05 0.4% -1.6% 0.0%

日経平均株価 48,278 7.5% 23.2% 78.2% 豪ドル 97.55 -0.4% -2.2% 5.8%

欧州 STOXX600 572 3.8% 10.0% 46.1% ブラジル・レアル 27.63 -0.1% 4.4% -1.1%

インド NIFTY50指数 25,585 1.4% 2.5% 48.9% メキシコ・ペソ 8.16 1.9% 8.4% 10.2%

中国 MSCI中国 86.51 -1.1% 30.2% 58.8%  インド・ルピー 1.72 3.2% -3.6% -4.6%

ベトナム VN指数 1,767 5.1% 38.1% 66.4% 中国人民元 21.10 2.6% 0.3% 2.2%

 ベトナム・ドン 0.57 2.9% -4.7% -7.4%

直近値 期間別変化率 直近値 期間別変化率

リート 10/16 1カ月 1年 3年 商品 10/16 1カ月 1年 3年

米国 NAREIT指数 25,793 0.3% -2.9% 40.6% WTI原油先物価格 57.46 -10.9% -18.4% -32.9%

日本 東証REIT指数 1,940 -0.5% 14.8% 2.0% COMEX金先物価格 4,305 15.6% 59.9% 161.1%

12

付録 データ集｜直近値・期間別変化幅/率

（出所）ブルームバーグ

※直近値と期間別変化幅/率は現地通貨ベース
※NYダウの単位は（米ドル）、日経平均株価の単位は（円）、WTI原油先物価格の単位は（米ドル/バレル）、

COMEX金先物価格の単位は（米ドル/トロイオンス）
※NAREIT指数は配当込み、東証REIT指数は配当なし
※ベトナム・ドンの対円レートは100倍表示
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 英ポンド ↑ポンド高  ↓ポンド安   ノルウェー・クローネ ↑クローネ高  ↓クローネ安 

（円/ポンド） （米ドル/ポンド） （円/クローネ） （クローネ/米ドル）

 チェコ・コルナ ↑コルナ高  ↓コルナ安   ハンガリー・フォリント ↑フォリント高  ↓フォリント安 

（円/コルナ） （コルナ/米ドル） （円/フォリント） （フォリント/米ドル）

 ポーランド・ズロチ ↑ズロチ高  ↓ズロチ安   ルーマニア・レイ ↑レイ高  ↓レイ安 

（円/ズロチ） （ズロチ/米ドル） （円/レイ） （レイ/米ドル）

 ロシア・ルーブル ↑ルーブル高  ↓ルーブル安   トルコ・リラ ↑リラ高  ↓リラ安 

（円/ルーブル） （ルーブル/米ドル） （円/リラ） （リラ/米ドル）
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対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

付録 データ集｜為替レート（欧州）
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※グラフの期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
※ハンガリー・フォリントの対円レートは100倍表示 （出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 中国人民元 ↑人民元高  ↓人民元安   香港ドル ↑香港ドル高  ↓香港ドル安 

（円/人民元） （人民元/米ドル） （円/香港ドル） （香港ドル/米ドル）

 韓国ウォン ↑ウォン高  ↓ウォン安   インド・ルピー ↑ルピー高  ↓ルピー安 

（円/ウォン） （ウォン/米ドル） （円/ルピー） （ルピー/米ドル）

 インドネシア・ルピア ↑ルピア高  ↓ルピア安   フィリピン・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安 

（円/ルピア） （ルピア/米ドル） （円/ペソ） （ペソ/米ドル）

 マレーシア・リンギ ↑リンギ高  ↓リンギ安   ベトナム・ドン ↑ドン高  ↓ドン安 

（円/リンギ） （リンギ/米ドル） （円/ドン） （ドン/米ドル）

14,800

15,200

15,600

16,000

16,400

16,800

17,2000.80

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸）

対米ドル（右軸、上下反転）
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26,000

27,0000.52

0.54

0.56

0.58

0.60

0.62

0.64

0.66

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

7.74

7.76

7.78

7.80

7.82

7.84

7.8616
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24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸）

対米ドル（右軸、上下反転）

付録 データ集｜為替レート（アジア）

14

※グラフの期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
※韓国ウォンとインドネシア・ルピアとベトナム・ドンの対円レートは100倍表示 （出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 豪ドル ↑豪ドル高  ↓豪ドル安   NZドル ↑NZドル高  ↓NZドル安 

（円/豪ドル） （米ドル/豪ドル） （円/NZドル） （米ドル/NZドル）

 カナダ・ドル ↑カナダ・ドル高  ↓カナダ・ドル安   メキシコ・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安 

（円/カナダ・ドル） （カナダ・ドル/米ドル） （円/ペソ） （ペソ/米ドル）

 ブラジル・レアル ↑レアル高  ↓レアル安   コロンビア・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安 

（円/レアル） （レアル/米ドル） （円/ペソ） （ペソ/米ドル）

 チリ・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安   南アフリカ・ランド ↑ランド高  ↓ランド安 

（円/ペソ） （ペソ/米ドル） （円/ランド） （ランド/米ドル）

0.54

0.57

0.60

0.63

0.66

0.69

0.72

0.75

0.78
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89
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104

107

110

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸）

0.54

0.56

0.58

0.60

0.62

0.64

0.66
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92
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100

104

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸）

1.24

1.28

1.32

1.36

1.40

1.44

1.4895

100

105

110

115

120

125

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
15
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21

226.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

15

16
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19

20

216.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

4.4

4.8

5.2

5.6

6.0

6.4

6.822

24

26

28

30

32

34

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
2,800

3,200

3,600

4,000

4,400

4,800

5,2002.7

3.0

3.3

3.6

3.9

4.2

4.5

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

800

850

900

950

1,000

1,050

1,10014
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24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

付録 データ集｜為替レート（オセアニア、南北アメリカ、アフリカ）
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※グラフの期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
※コロンビア・ペソとチリ・ペソの対円レートは100倍表示 （出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 原油  天然ガス
（米ドル/バレル） （米ドル/MMBtu）

 金  銀
（米ドル/トロイオンス） （米ドル/トロイオンス）

 銅  大豆
（米ドル/ポンド） （米ドル/ブッシェル）

 コーン  小麦
（米ドル/ブッシェル） （米ドル/ブッシェル）

3.8

4.2

4.6

5.0

5.4

5.8

6.2

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

COMEX銅先物価格

3.0

3.5

4.0

4.5
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5.5
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24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

CBTコーン先物価格
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110

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

WTI原油先物価格
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10.5

11.0
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24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

CBT大豆先物価格

4.0

4.5

5.0
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6.0

6.5

7.0

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

CBT小麦先物価格

2,500

2,900

3,300

3,700

4,100

4,500

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

COMEX金先物価格

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

NYMEX天然ガス先物価格

25

30

35

40

45

50

55

24/10/16 25/2/16 25/6/16 25/10/16

COMEX銀先物価格

付録 データ集｜商品
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※グラフの期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
（出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

memo
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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

memo
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00～17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
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